
年、布佐駅前に公共
施策目的・

(2)目的 事業目的 下水道本管が敷設されたため、公共の施設として積極的に下水本管へ接続する必要がある。
展開方向

浄化槽の老朽化によるポンプ故障が発生し生放流にいたった経緯があるため,布佐駅舎（布佐行政サービス JR千葉支社との施工工法（浄化槽の撤去手法等）など協議がととのい次第、公共下水道工事を実施させる。
センター、布佐市民センターを含む）からの下水管を公共下水道本管へ接続し、浄化槽の撤去を行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

浄化槽廃止完成率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 JR千葉支社との施工工法等の協議がととのい次第、浄化槽の撤去工事を行う。 直接 浄化槽廃止完成率 ％ 0 100

   ３年後 － 0 0

   最終(概ね５年後) － 0 0

浄化槽の埋設場所がＪＲ敷地内で変電所と電車軌道敷きの間のため、JR千葉支社と施工工法方法等協議する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 負担金補助及び交付金 負担金補助及び交付金 負担金補助及び交付金
・布佐行政ＳＣ浄化槽撤去工事費負担金 0 ＊ ・布佐行政ＳＣ浄化槽撤去工事費負担金 0 ・布佐行政ＳＣ浄化槽撤去工事費負担金 13,470

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 0 合　　計 0 合　　計 13,470 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 13,470 0

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0
正職員人件費 910 890 890 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 910 890 14,360 0
(11)単位費用

9.1千円／％ 8.9千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

布佐駅橋上駅舎（布佐行政サービスセンター、布佐市民センター含む）は開設依頼、２６年を経過し浄化槽設備が老朽化 ○①事前確認での想定どおり
。一昨年にポンプが故障し汚水処理ができない等発生したことから、緊急に公共下水道本管接続等工事を進める。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市でしか実施できない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 890 20
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

2.2

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 11.24

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 2075 課コード 0301 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 行政サービスセンター管理事務 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民課

個別事業 布佐行政サービスセンター本下水道接続及び浄化槽撤去工事 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 ■布佐 □全市

⑤事業期間 平成２６年度 ～ 平成２８年度 ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 890 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

布佐行政サービスセンターは布佐橋上駅舎が完成した当初から開設しており、平成１８



(2)目的 事業目的 策の分野で、公平かつ公正な社会を実現するための社会基盤として活用される。
展開方向

①希望する市民の方へ個人番号カードの交付を行うために、４月～５月と３名の臨時職員を加えて事務を行 平成２８年１月から個人番号カードを交付する。（申請に基づき、希望者には顔写真つきのＩＣカードを交
う。臨時職員は、本庁市民課へ２名、我孫子行政サービスセンターへ１名を配置する。 付する。）
②市民の利便性を考え、カ－ドの申請を本庁市民課及び各行政サービスセンターの窓口で受付けをする。こ 当該年度 この番号は、社会保証、税、災害対策分野の法律で定められた行政手続きで利用される。
の場合カードの受取り方法は、「本人限定郵便」となる。 執行計画 平成２９年１月　国の機関間での情報連携が始まる。

(3)事業内容 内　　容 ③２７年度に引き続き３カ所の行政サービスセンターに「カード券面印字システム」を設置し、多くのカー 平成２９年７月　地方公共団体で情報連携が始まる。
ドをより正確にスピーディーに処理する。

 個人番号カードの交付達成数 想定値 3,000当該年度
単位 枚

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度  個人番号カードの交付数の達成 直接  個人番号カードの交付達成数 枚 0 3,000

   ３年後  個人番号カードの交付枚数の増 － 0 0

   最終(概ね５年後)  個人番号カードの交付枚数の増 － 0 0

 国・県と連携をとりながら、情報の収集に努め、業務を進めていかなければならない。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

個人番号カードの交付業務 個人番号カードの交付業務 個人番号カードの交付業務 個人番号カードの交付業務

＊ 雇用保険料(臨時職員) 19 ＊ 雇用保険料(臨時職員) 8 ＊ 雇用保険料(臨時職員) 8 ＊ 雇用保険料(臨時職員) 8
＊ 賃金(臨時職員) 1,397 ＊ 賃金(臨時職員) 587 ＊ 賃金(臨時職員) 587 ＊ 賃金(臨時職員) 587
＊ 消耗品費 243 ＊ 通信運搬費 492 ＊ 通信運搬費 492 ＊ 通信運搬費 492
＊ コールセンター業務委託料 2,787 ＊ 券面印字システム保守委託料 173 ＊ 券面印字システム保守委託料 173 ＊ 券面印字システム保守委託料 173
＊ 備品購入費 3,884 ＊ 備品購入費 2,236

実施内容 ＊ 個人番号カード関連事務委任交付金 (カード券面印字システム)
(6月補正) 46,123

(8)施行事項
費　　用 ＊ 社会保険料(臨時職員)(9月補正) 80

＊ 賃金(臨時職員)(9月補正) 3,577
＊ 消耗品費(9月補正) 221
＊ 通信運搬費(9月補正) 246
＊ 備品購入費(9月補正) 48

予算(済)額 合　　計 58,625 合　　計 3,496 合　　計 1,260 合　　計 1,260
国庫支出金 補助率 91 ％ 50,291 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 8,334 3,496 1,260 1,260

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.2 1.2 1.2 1.2
正職員人件費 10,920 10,680 10,680 10,680

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 2,000 595 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 69,545 14,176 11,940 11,940
(11)単位費用

13.91千円／枚 4.73千円／枚
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

 社会保障、税、災害対策の分野で、公平かつ公正な社会の実現のための社会基盤として活用するため、平成２８年１月 ○①事前確認での想定どおり
より個人番号カードを交付する。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(枚) 目標値(b)(枚) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(枚) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 3,000 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,176 55,369
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

79.62

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 21.16

枚 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 2112 課コード 0301 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 住民基本台帳法に基づく管理業務 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民課

個別事業 個人番号カードの交付業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２７年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,176 千円 (うち人件費 10,680 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

 住民票を有する全ての方ひとりひとりに個人番号が付番・通知されることにより、社会保障、税、災害対
施策目的・



(2)目的 事業目的 るため、現在の宅地状況に合わせ、再住居表示を行う。町界（丁目）、街区符号、住居番号を現地にあった
展開方向

合理的な住所に変更する。
昭和４２年に住居表示を実施している本町１丁目・本町２丁目・本町３丁目は、昭和４５年から我孫子駅前 本町１丁目から本町３丁目の世帯数・事業所数・戸数調査・住居表示区域図素案作成等の基礎調査を実施。
土地区画整理事業を開始した。これにより同地区の町界（丁目）が不明確で、尚かつ街区が整備されたこと
で住所が不規則となっていることから、これらを解消し合理的な住所にするため再住居表示を実施する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

再住居表示（基礎調査）達成率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 再住居表示（基礎調査）実施 直接 再住居表示事務の実施 ％ 0 100

   ３年後 再住居表示整備協議 － 再住居表示事務の実施 ％ 0 100

   最終(概ね５年後) － 0 0

住居表示を行った本町地区については区画整理事業実施中の地区と住所が一致していない。また、区画整理区域外となる地域住
(7)事業実施上の課題と対応 民との調整や新町名変更の可否などや、町界（丁目）・街区・住所の変更に伴う自治会説明会・住居表示審議会の立ち上げ、開 代替案検討 ○有 ○無

催の調整、区画整理事業との完了前又は完了後等、時期に合わせた事務事業の調整など行う必要がある。

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

本町再住居表示(基礎調査）業務委託 0 ＊ 本町再住居表示(基礎調査）業務委託 2,570 ＊ 本町再住居表示(整備協議）業務委託 4,558 ＊ 本町再住居表示(整備実施）業務委託 8,252
＊ 住居表示審議会委員報酬 112 ＊ 住居表示審議会委員報酬 112

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 0 合　　計 2,570 合　　計 4,670 合　　計 8,364
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 2,570 4,670 8,364

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.2 2 2
正職員人件費 910 1,780 17,800 17,800

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 910 4,350 22,470 26,164
(11)単位費用

9.1千円／％ 43.5千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子駅南口（本町地区）区画整理事業の実施による、町界（丁目）の境界が不明確、街区符号、住居番号が不規則とな ○①事前確認での想定どおり
っている住所を解消し、合理的な住所にするため「住居表示に関する法律」に基づき事業を実施する。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
共同では実施できない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当しない。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,350 △3,440
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△378.02

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 2.3

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 2113 課コード 0301 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 住居表示整備事務 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民課

個別事業 住居表示の再付番の実施（本町） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成２７年度 ～ 平成３１年度 ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,350 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

本町１丁目から本町３丁目の住居表示ついては、我孫子駅南口（本町地区）の区画整理事業前に実施してい
施策目的・



展開方向

(1)我孫子行政サービスセンターのレイアウトを変更し、旅券事務用のスペースを確保する。 我孫子行政サービスセンターのレイアウトを変更し旅券事務用のスペースを確保する。レイアウト変更は、
(2)レイアウトの変更に伴い、防犯カメラの移設を行い安全を確保する。 我孫子行政サービスセンターの業務に支障の無いように行い、平成28年10月に窓口を開設する。
(3)4月より職員を増員し、窓口の開設準備を行う。 当該年度 また、職員は県中央旅券事務所での研修を受け窓口開設に備える。
(4)増員した職員及びその他既存の職員は県中央旅券事務所での研修を受け、法令から実務までを習得し窓 執行計画

(3)事業内容 内　　容 口の開設に備える。
(4)旅券の申請及び交付を行う。

旅券の申請件数 想定値 1,200当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 市民にとってより身近な窓口での申請が可能となり、市民の利便性の向上するため、これまでと同程度の申請件数を維持する。 直接 旅券の申請件数 件 0 1,400

   ３年後 旅券の申請は世界情勢や景気の動向の影響を受けるため変動しやすいが、市民の利便性の向上と周知に努め、申請件数を維持す 直接 旅券の申請件数 件 0 3,930
る。

   最終(概ね５年後) 旅券の申請は世界情勢や景気の動向の影響を受けるため変動しやすいが、市民の利便性の向上と周知に努め、申請件数を維持す 直接 旅券の申請件数 件 0 3,930
る。
市民の利便性の向上のためには 、夜間も窓口をできることが望ましい。しかし、夜間は県や外務省の事務照会体制が無いため

(7)事業実施上の課題と対応 現状では、日中の受付のみとせざるを得ない。 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 普通旅費 21 普通旅費 22 普通旅費 22
＊ 研修旅費 83 研修旅費 83 研修旅費 83
＊ 事務用消耗品費 230 事務用消耗品費 30 事務用消耗品費 30
＊ 案内表示板作成委託(室内・屋外) 57 番号発券機リース料 141 番号発券機リース料 141
＊ 番号発券機リース料 89
＊ 防犯カメラ移設工事費 108
＊ 備品購入(耐火金庫) 405

実施内容 ＊ 備品購入(旅券穿孔機) 206
＊ 備品購入(写真切り取り機) 69

(8)施行事項
費　　用 ＊ 備品購入(ｶｳﾝﾀｰ、ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ等) 3,310

予算(済)額 合　　計 0 合　　計 4,578 合　　計 276 合　　計 276
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 700 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 178 276 276

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 ■基金 □その他 3,700 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 0 2,670 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 0 7,248 2,946 2,946
(11)単位費用

0千円／＊＊ 6.04千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

現在、旅券事務は県が実施しており、我孫子市から最も近い窓口は松戸である。旅券の申請には戸籍謄・抄本を添付する ○①事前確認での想定どおり
必要があるため、申請時には市の窓口で戸籍謄・抄本を取得したうえで旅券窓口へ行かねばならない。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 旅券事務を市が実施することで、我孫子市に本籍のある方については一つの窓口で戸籍の取得から旅券の申請までが可能 ○要
   背景は？(事業の必要性) となることから、市民の利便性が向上する。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 県からの権限移譲による。 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
個人情報を取り扱うため、市民の参画は求めない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当無し

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 1,400 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,248 ―
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 19.32

件 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 2183 課コード 0301 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 旅券事務 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民課

個別事業 旅券事務所の開設と運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２８年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,248 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

旅券事務の県からの権限移譲を受け、一般旅券の申請受付及び交付を市の窓口で実施し、市民の利便性の向
施策目的・

(2)目的 事業目的 上を図る。



)目的 事業目的 ィルムを窓ガラスへ施工し防犯対策強化・充実を図る。
展開方向

湖北台行政サービスセンターの出入り口を除いた窓ガラスに防犯フィルムを張り防犯対策の強化を施し、市 湖北台行政サービスセンター防犯対策の充実。
民の個人情報と機械設備等の防犯対策の充実を図る。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

湖北台行政サービスセンター窓ガラス防犯対策強化実施。 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 湖北台行政サービスセンター窓ガラス防犯対策強化・充実。 直接 窓ガラス防犯対策実施 ％ 0 100

   ３年後 － 0 0

   最終(概ね５年後) － 0 0

昭和45年建築の湖北台行政サービスセンターは建具設備も同様に老朽化しているため、現状でガラスに防犯フィルムを張り防犯
(7)事業実施上の課題と対応 対策の強化を施した場合、更に窓枠の強化策を講じる必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 湖北台行政サービスセンター防犯フィル 600

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(済)額 合　　計 0 合　　計 600 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 600 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.1 0 0
正職員人件費 0 890 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 0 1,490 0 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 14.9千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市の個人情報の適正な管理が求められていることから、老朽化した湖北台行政サービスセンターは、出入り口を除いた窓 ○①事前確認での想定どおり
ガラスに防犯フィルムを張り防犯対策の強化を施す。実施することで、市民の個人情報と機械設備等保護の対策の強化・ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 充実が図れる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 個人情報の適正な管理を行うのは市しかできない。 □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
共同では実施できない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,490 ―
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 6.71

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２８年度）

事業コード 2184 課コード 0301 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 行政サービスセンター管理事務 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民課

個別事業 湖北台行政サービスセンター窓ガラス防犯工事 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,490 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

湖北台行政サービスセンター職員退出後の市民の個人情報と機械設備等の防犯対策を強化するため、防犯フ
施策目的・

(2


